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論文要旨 
菅原澪平 

１．行為計算否認規定の意義 
 本論文は，税法上の行為計算否認規定における否認のあり方について論じたものである。
具体的には，「税務署長の認めるところにより」の解釈を中心に，当該規定の立法趣旨，沿
革等の観点から，その否認のあり方を明らかにした。 
同族会社等の行為又は計算の否認規定（以下「同族会社等の行為計算否認規定」という。）

は，所得税法 157 条，法人税法 132 条，相続税法 64 条等に規定があり，租税回避の一般的
否認規定であると解されていた。また，組織再編成に係る行為又は計算の否認規定（以下「組
織再編成に係る行為計算否認規定」といい，同族会社等の行為計算否認規定と組織再編成に
係る行為計算否認規定を併せて「行為計算否認規定」という。）は，法人税法 132 条の 2に
規定があり，租税回避を包括的(又は一般的)に防止する規定であると解されていた。これら
の規定に関し，従来から不当性要件の解釈や否認の対象となる行為・計算の範囲について活
発な議論がなされてきた。 
一方で，その対象となった行為・計算がどのように否認がされるかについては，未だ議論

の余地があった。 
行為計算否認規定の１つである法人税法 132 条は，「法人の行為又は計算で，これを容認

した場合には法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるものがあるときは，
その行為又は計算にかかわらず，税務署長の認めるところにより，……法人税の額を計算す
ることができる」と規定していた。同族会社においては，少数の株主ないし社員によって支
配されていることから，税負担を不当性に減少させる行為計算が行われやすい。このような
事態に鑑み，行為計算否認規定は，税負担の公平を維持するため，それを正常な行為・計算
に引き直して更正または決定を行う権限を税務署長に認めるものであった。すなわち，税負
担の公平の観点より，不当に減少させる結果となると認められる行為・計算あるときは，税
務署長の認めるところにより課税処分がなされる。 
 
２．問題の所在 
 行為計算否認規定において，「税務署長の認めるところにより」税額が計算されるが，そ
の税額を計算する際の方法に関する法令の規定はなかった。また，「税務署長の認めるとこ
ろにより」という規定の文言からは，税務署長は自由に課税処分を行うことができるように
もみえた。  
しかし，税務署長が自由な裁量で税額を認定できる規定であるとすれば，それは課税庁へ

の包括的，白紙的委任であって，租税法律主義に反することになる。そこで，この文言は，
税務署長に自由裁量を認めたものではなく，一定の範囲で法規裁量を認めたものとして理
解すべきであるとされていた。 
 ここにいう一定の範囲とは，どの程度の幅を持つのか，具体的な範囲が問題となる。過去
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の裁判例等や学説を参照する限り，それは正常な行為又は計算に引き直して税額の計算す
ることとされていた。 
しかし，この正常な行為又は計算の引き直しについて明確な基準はなく，行為計算否認規

定の解釈における１つの課題であるといえた。近時の判例である最高裁平成 28 年 2 月 29
日第一小法廷判決（以下「最高裁平成 28 年判決」という。）では，法人税法 132 条の 2 は，
「正常な行為又は計算に引き直して法人税の更正又は決定を行う権限を税務署長に認めた
もの」と判示されているが 1，具体的にどのような引き直しがされたのかについては判示さ
れておらず，批判が散見された。 
 
３．先行研究 
 行為計算否認規定における否認のあり方に関する先行研究は，いくつか存在する。 
例えば，田中治は，「課税庁が，租税回避行為と認めて，仮定された通常の行為計算に置

き換える場合，とりわけ，当該通常の行為計算なるものは，問題の行為計算に置き換わるふ
さわしい同一の経済的効果，経済合理性をもたなければならない。」としている 2。すなわ
ち，行為計算否認規定における否認は，租税回避の否認に限られると解している。大淵博義
及び山田二郎も同様の見解を示している 3。 
また，行為計算否認規定における否認のあり方をより広くとらえる見解も存在する。例え

ば，増井良啓は，「課税庁としては，複数の否認のやり方の中で可能な限り最も謙抑的な手
法を採用すべきものと考える。」，そして，「課税庁の否認のやり方が合理的であったかどう
かは，裁判所の審査に当然服する。」としている 4。すなわち，行為計算否認規定における否
認は，租税回避の否認に限られず，その否認方法に合理性が認められれば問題ないとしてい
る。斉木秀憲もほぼ同様の見解を示している 5。 
 しかし，先行研究では，伝統的な租税回避の議論を前提とした検討はなされていたが，現
代の租税回避の議論を踏まえたうえでの検討はされていない。ここにいう現代の租税回避
の議論とは，最高裁平成 28 年判決を契機として行われているものである。また，行為計算
否認規定の立法趣旨及び沿革等の観点から，当該規定をどのように適用すべきかの詳細な
検討も十分にされているとはいえない。 

 
1 最判平成 28 年 2月 29日民集 70 巻 2号 242 頁。 
2 田中治「租税回避の否認の論理と機能」税法学 586 号（2021 年）333 頁。 
3 大淵博義「ヤフー事件判決の功罪－引直し課税の欠落とその後の判決等への影響」租税
研究 846 号（2020年）81 頁，山田二郎「行為計算の否認規定の適用をめぐる諸問題」中
川一郎編『杉村章三郎古稀祝賀税法学論文集』（三晃社，1970 年）358-359 頁参照。 
4 増井良啓「判批」ジュリ 1199 号（2001年）114 頁。 
5 斉木秀憲「同族会社等の行為計算否認規定について一考察－適用の在り方と金額の適正
性－」税大ジャーナル 25 号（2015年）75 頁参照。 
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 そこで，本論文では，規定の趣旨，沿革等から「税務署長の認めるところにより」という
文言の解釈を明らかにした。そして，過去の裁判例等から行為計算否認規定による課税処分
を類型化したうえで，本論文の結論を適用し，その結果を明らかにした。 
 
４．本論文の構成 
 本論文の構成は，以下の通りである。 
 第 1 章では，行為計算否認規定について，否認方法の観点から裁判例等や学説を整理し
た。そして，その否認方法の現況の問題点を指摘した。 
 第 2 章では，行為計算否認規定の意義について検討した。はじめに，行為計算否認規定の
基本的性格を確認した。そして，創設当時の背景や立法沿革を整理することにより，行為計
算否認規定の趣旨を明らかにした。最後に，行為計算否認規定の課税要件を，裁判例等の判
断枠組みを整理した上で詳細に検討した。 
 第３章では，租税回避の定義及び租税回避の否認の定義について検討した。租税回避の定
義は，時代背景によって様々であった。そこで，伝統的な租税回避の定義をはじめとして，
その変遷を確認し，現代における租税回避の定義を明らかにした。そして，その租税回避の
定義を前提に，租税回避の否認の定義についても検討を行った。 
 第 4 章では，行為計算否認規定における否認に関する学説を整理・検討した。具体的に
は，行為計算否認定における否認のあり方に関して，税務署長の裁量を狭く認める狭義説，
広く認める広義説を客観的に考察した。そして，それぞれの見解の論拠及び問題点を明らか
にした。 
 第 5 章では，前章までの検討を踏まえて，行為計算否認規定における否認のあり方につ
いての結論を述べた。 
 第 6 章では，行為計算否認規定により否認された事例を題材に，その否認方法を４つに
類型化した。そして，第 5 章で述べた結論をケースに適用し，その結果を明らかにした。 
 第 7 章では，本論文を総括した。 
 
５．行為計算否認規定における否認のあり方 
行為計算否認規定の「税務署長の認めるところにより」行うことができる税額等の計算と

は，租税回避の否認に限られる（狭義説）。なぜなら，租税回避の否認に限られず，一定の
合理性が認められる否認が行われた場合（広義説），行為計算否認規定に制裁課税の機能が
付与され，さらに否認の場面において，課税庁の恣意性が介入することになり問題があるか
らである。 
そして，租税回避の否認は，不当性要件の判断基準よる類型に応じて行われる。具体的に

は，①経済的合理性基準により不当性要件が充足されたもの（不合理型），②制度濫用基準
により不当性要件が充足されたもの（制度濫用型）の２つの類型による。 
これを前提とした否認のあり方は，以下の通りである。 
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①不合理型である場合には，同一の経済的効果を生ずる取引に引き直しを行うことにな
る。なお，経済的効果とは，所得の発生原因となる経済事象や経済取引から生じる効果であ
る。つまり，経済的効果が生じていない取引を，あたかも経済的効果が生じる取引に引き直
すことは，所得なきところに課税を行うことになり許されない。 
②制度濫用型が行われた場合には，その規定の適用を否定することになる。 

 
以上 
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